
(1) 軽減措置の内容

(2) 直近の見直し状況

(3) 効果の検証

■
□
□
□

一定の効果をあげている

効果に疑問がある

その他

効果見込に比して、2.1％増の減免実績がある。

達成状況

平成28年度～平成30年度実績　減免対象件数  6,057件・・・・・②
（健康局分含む）
（内訳）
　平成28年度実績　　　　　　　　　　　　1,996件
　平成29年度実績　　　　　　　　　　　　2,031件
　平成30年度実績（平成30年９月末現在）　2,030件
達成度（②/①×100％）　102.1％

効果の評価 理由
十分効果をあげている

見直した時期 なし

内　　容

効果測定方法
平成28年度～平成30年度見込　減免対象件数　5,934件・・・・・①
（健康局分含む）

軽減期間 ３年間

減収見込額
平成31年度　　　 　　17,204千円
今後　３年間見込　　 51,612千円
（健康局分含む）

導入経費
（別途予算要求有）

税システム・事務運営において、新たな経費は発生しない。

税目 軽自動車税（種別割）

軽減対象
・　平成31年度分から平成33年度分まで
・　現行　市税条例施行規則第６条第１項第１号に掲げるもの
・　軽自動車税の対象となるもの

軽減割合 軽自動車税　100％

目的 障がい者の社会参加の促進に寄与するため、障がい者に対して軽自動車税の軽減措置を行う。

市税の軽減措置チェックシート

担当 福祉局総務部経理・企画課

概要 身体障がい者等が所有し専用する軽自動車等（１台に限る。）について免除



(4)確認項目
適 不適

1 ■ □

2 ■ □

3 ■ □

4 ■ □

5 ■ □

6 ■ □

7 ■ □

8 ■ □

(5) 今後の方向性
■
□
□
□

□
33 ■ 33

(6) 財政局のコメント(今後の課題等)
平成25年～平成27年度実績は5,486件であったが、平成28年～平成30年度実績は、6,057件となっており、実績ベース(健
康局分含む）でみても、減免制度の利用の増加により、障がい者の社会参加の促進に寄与していると考えられる。「今後
の方向性」のとおり、軽減措置を継続することは適当である。

終期設定 終期到来により廃止 次回検証年度(予定)
平成 年度 終期到来時に再検討 平成 年度

見直したうえで継続
廃止する

その他の内容
廃止の理由

廃止の時期

対象を定める期間の妥当性
社会経済情勢等の変化に応じて、制度の必要性を検証するため
には、単年度ではなく、一定期間が必要であり、３年間という軽減
期間は妥当である。

軽減期間の妥当性
社会経済情勢等の変化に応じて、制度の必要性を検証するため
には、単年度ではなく、一定期間が必要であり、３年間という軽減
期間は妥当である。

その他 見直しの時期

手段の妥当性

税軽減ではなく、新たな補助制度により対応するとした場合、対象
者・行政共に、市税の納付・収納と補助金の申請・交付という二重
の事務手続きやコストが生じることとなるため、税軽減措置は妥当
である。

他の施策との関係 軽自動車の購入補助金や軽自動車税相当の補助金制度はない。

減収見込額の妥当性
平成30年度までの実績を踏まえるとともに、税制改正の影響を見
込んでいることから、減収見込額は妥当である。

現行のまま継続
見直しの内容

法律との整合性
前回の見直し時点から、根拠となる地方税法第454条の改正がな
いため問題ない。

公益上の必要性
身体障がい者等の日常生活に不可欠のものであり、軽自動車を
使用することにより、自立した日常生活を営むとともに、社会参加
の促進に寄与している。

実務上の妥当性 前回の見直し時点から、取扱いに変更がないため問題ない。

基本的視点 説明



(1) 軽減措置の内容

(2) 直近の見直し状況

(3) 効果の検証

■
□
□
□

達成状況

平成28年度～平成30年度実績　減免対象件数　3,746件・・・・・②
（健康局分含む）
（内訳）
　平成28年度実績　　　　　　　　　　　　1,224件
　平成29年度実績　　　　　　　　　　　　1,245件
　平成30年度実績（平成30年９月末現在）　1,277件
達成度（②/①×100％）　97.1％

効果の評価 理由
十分効果をあげている

効果見込に比して、同等程度の減免実績がある。
一定の効果をあげている

効果に疑問がある

その他

見直した時期 なし

内　　容

効果測定方法
平成28年度～平成30年度見込　減免対象件数　3,858件・・・・・①
（健康局分含む）

軽減期間 ３年間

減収見込額
平成31年度　　　 　　12,037千円
今後　３年間見込　　 36,111千円
（健康局分含む）

導入経費
（別途予算要求有）

税システム・事務運営において、新たな経費は発生しない。

税目 軽自動車税（種別割）

軽減対象
・　平成31年度分から平成33年度分まで
・　現行　市税条例施行規則第６条第１項第２号に掲げるもの
・　軽自動車税の対象となるもの

軽減割合 軽自動車税　100％

目的 障がい者の社会参加の促進に寄与するため、障がい者に対して軽自動車税の軽減措置を行う。

市税の軽減措置チェックシート

担当 福祉局総務部経理・企画課

概要
身体障がい者等（満１８歳以上の軽度身体障がい者を除く。）と生計を一にする者が所有し、か
つ、当該身体障がい者等のために専用する軽自動車等（１台に限る。）について免除



(4)確認項目
適 不適

1 ■ □

2 ■ □

3 ■ □

4 ■ □

5 ■ □

6 ■ □

7 ■ □

8 ■ □

(5) 今後の方向性
■
□
□
□

□
33 ■ 33

(6) 財政局のコメント(今後の課題等)
平成25年～平成27年度実績は3,563件であったが、平成28年～平成30年度実績は、3,746件となっており、実績ベース
（健康局分含む）でみても、減免制度の利用の増加により、障がい者の社会参加の促進に寄与していると考えられる。「今
後の方向性」のとおり、軽減措置を継続することは適当である。

終期設定 終期到来により廃止 次回検証年度(予定)
平成 年度 終期到来時に再検討 平成 年度

その他の内容
廃止の理由

廃止の時期

その他 見直しの時期

手段の妥当性

税軽減ではなく、新たな補助制度により対応するとした場合、対象
者・行政共に、市税の納付・収納と補助金の申請・交付という二重
の事務手続きやコストが生じることとなるため、税軽減措置は妥当
である。

他の施策との関係 軽自動車の購入補助金や軽自動車税相当の補助金制度はない。

減収見込額の妥当性
平成30年度までの実績を踏まえるとともに、税制改正の影響を見
込んでいることから、減収見込額は妥当である。

現行のまま継続
見直しの内容見直したうえで継続

廃止する

実務上の妥当性 前回の見直し時点から、取扱いに変更がないため問題ない。

対象を定める期間の妥当性
社会経済情勢等の変化に応じて、制度の必要性を検証するため
には、単年度ではなく、一定期間が必要であり、３年間という軽減
期間は妥当である。

軽減期間の妥当性
社会経済情勢等の変化に応じて、制度の必要性を検証するため
には、単年度ではなく、一定期間が必要であり、３年間という軽減
期間は妥当である。

基本的視点 説明

法律との整合性
前回の見直し時点から、根拠となる地方税法第454条の改正がな
いため問題ない。

公益上の必要性
身体障がい者等の日常生活に不可欠のものであり、軽自動車を
使用することにより、自立した日常生活を営むとともに、社会参加
の促進に寄与している。



(1) 軽減措置の内容

(2) 直近の見直し状況

(3) 効果の検証

■
□
□
□

達成状況

平成28年度～平成30年度実績　減免対象件数　330件・・・・・②
（内訳）
　平成28年度実績　　　　　　　　　　　　　 108件
　平成29年度実績　　　　　　　　　　　　　 110件
　平成30年度実績（平成27年５月末現在）　　 112件
達成度（②/①×100％）　104.8％

効果の評価 理由
十分効果をあげている

効果見込に比して、4.8％増の減免実績がある。
一定の効果をあげている

効果に疑問がある

その他

見直した時期 なし

内　　容

効果測定方法 平成28年度～平成30年度見込　減免対象件数　315件・・・・・①

軽減期間 ３年間

減収見込額
平成31年度　　　 　　　928千円
今後　３年間見込　　 2,784千円

導入経費
（別途予算要求有）

税システム・事務運営において、新たな経費は発生しない。

税目 軽自動車税（種別割）

軽減対象
・　平成31年度分から平成33年度分まで
・　現行　市税条例施行規則第６条第１項第３号に掲げるもの
・　軽自動車税の対象となるもの

軽減割合 軽自動車税　100％

目的 障がい者の社会参加の促進に寄与するため、障がい者に対して軽自動車税の軽減措置を行う。

市税の軽減措置チェックシート

担当 福祉局総務部経理・企画課

概要 その構造が専ら身体障がい者等の利用に供するためのものである軽自動車等について免除



(4)確認項目
適 不適

1 ■ □

2 ■ □

3 ■ □

4 ■ □

5 ■ □

6 ■ □

7 ■ □

8 ■ □

(5) 今後の方向性
■
□
□
□

□
33 ■ 33

(6) 財政局のコメント(今後の課題等)
平成25年～平成27年度実績は、285件であったが、平成28年～平成30年度実績は330件となっており、実績ベースでみて
も、減免制度の利用の増加により、障がい者の社会参加の促進に寄与していると考えられる。「今後の方向性」のとおり、
軽減措置を継続することは適当である。

終期設定 終期到来により廃止 次回検証年度(予定)
平成 年度 終期到来時に再検討 平成 年度

その他の内容
廃止の理由

廃止の時期

その他 見直しの時期

手段の妥当性

税軽減ではなく、新たな補助制度により対応するとした場合、対象
者・行政共に、市税の納付・収納と補助金の申請・交付という二重
の事務手続きやコストが生じることとなるため、税軽減措置は妥当
である。

他の施策との関係 軽自動車の購入補助金や軽自動車税相当の補助金制度はない。

減収見込額の妥当性
平成30年度までの実績を踏まえるとともに、税制改正の影響を見
込んでいることから、減収見込額は妥当である。

現行のまま継続
見直しの内容見直したうえで継続

廃止する

実務上の妥当性 前回の見直し時点から、取扱いに変更がないため問題ない。

対象を定める期間の妥当性
社会経済情勢等の変化に応じて、制度の必要性を検証するため
には、単年度ではなく、一定期間が必要であり、３年間という軽減
期間は妥当である。

軽減期間の妥当性
社会経済情勢等の変化に応じて、制度の必要性を検証するため
には、単年度ではなく、一定期間が必要であり、３年間という軽減
期間は妥当である。

基本的視点 説明

法律との整合性
前回の見直し時点から、根拠となる地方税法第454条の改正がな
いため問題ない。

公益上の必要性
身体障がい者等の日常生活に不可欠のものであり、軽自動車を
使用することにより、自立した日常生活を営むとともに、社会参加
の促進に寄与している。



(1) 軽減措置の内容

(2) 直近の見直し状況

(3) 効果の検証

■
□
□
□

達成状況

平成28年度～平成30年度実績　減免対象件数　1,258件・・・・・②
（内訳）
　平成28年度実績　　　　　　　　　　　　　　410件
　平成29年度実績　　　　　　　　　　　　　　422件
　平成30年度実績（平成27年５月末現在）　　　426件
達成度（②/①×100％）　107.0％

効果の評価 理由
十分効果をあげている

効果見込に比して、７％増の減免実績がある。
一定の効果をあげている

効果に疑問がある

その他

見直した時期 平成25年4月1日

内　　容
市税条例施行規則第６条第４項（改正当時は第４条の４第４項）において、減免を受けた者の名
称及び減免額等の公表が規定された。

効果測定方法 平成28年度～平成30年度見込　減免対象件数　1,176件・・・・・①

軽減期間 ３年間

減収見込額
平成31年度　　　 　　3,125千円
今後　３年間見込　　 9,375千円

導入経費
（別途予算要求有）

税システム・事務運営において、新たな経費は発生しない。

税目 軽自動車税（種別割）

軽減対象
・　平成31年度分から平成33年度分まで
・　現行　市税条例施行規則第６条第１項第４号に掲げるもの
・　軽自動車税の対象となるもの

軽減割合 軽自動車税　100％

目的
住民の福祉の向上に寄与するため、社会福祉法人が所有し、専らその事業のために使用する軽
自動車等に対して軽減措置を行う。

市税の軽減措置チェックシート

担当 福祉局総務部経理・企画課

概要
社会福祉法第22条に定める社会福祉法人が所有し、専らその事業のために使用する軽自動車
等について免除



(4)確認項目
適 不適

1 ■ □

2 ■ □

3 ■ □

4 ■ □

5 ■ □

6 ■ □

7 ■ □

8 ■ □

(5) 今後の方向性
■
□
□
□

□
33 ■ 33

(6) 財政局のコメント(今後の課題等)
平成25年～平成27年度実績は1,225件であったが、平成28年～平成30年度実績は1,258件となっており、実績ベースでみ
ても、減免制度の利用の増加により、住民の福祉の向上に寄与していると考えられる。「今後の方向性」のとおり、軽減措
置を継続することは適当である。ただし、公益法人等に係る課税の見直し等が行われた際には再検証を実施する。

終期設定 終期到来により廃止 次回検証年度(予定)
平成 年度 終期到来時に再検討 平成 年度

その他の内容
廃止の理由

廃止の時期

その他 見直しの時期

手段の妥当性

税軽減ではなく、新たな補助制度により対応するとした場合、対象
者・行政共に、市税の納付・収納と補助金の申請・交付という二重
の事務手続きやコストが生じることとなるため、税軽減措置は妥当
である。

他の施策との関係 軽自動車の購入補助金や軽自動車税相当の補助金制度はない。

減収見込額の妥当性
平成30年度までの実績を踏まえるとともに、税制改正の影響を見
込んでいることから、減収見込額は妥当である。

現行のまま継続
見直しの内容見直したうえで継続

廃止する

実務上の妥当性 前回の見直し時点から、取扱いに変更がないため問題ない。

対象を定める期間の妥当性
社会経済情勢等の変化に応じて、制度の必要性を検証するため
には、単年度ではなく、一定期間が必要であり、３年間という軽減
期間は妥当である。

軽減期間の妥当性
社会経済情勢等の変化に応じて、制度の必要性を検証するため
には、単年度ではなく、一定期間が必要であり、３年間という軽減
期間は妥当である。

基本的視点 説明

法律との整合性
前回の見直し時点から、根拠となる地方税法第454条の改正がな
いため問題ない。

公益上の必要性
社会福祉法人は社会福祉事業を行うことを目的として設立されて
おり、当該法人が保有する軽自動車については社会福祉事業に
使用され、住民の福祉の向上に寄与している。




